


















を試みている。関連する先行研究 において、これ まで単独の要因として取 り上げられてきた
研究開発拠点間での人的交流にもとつ くネ ットワークや、知識のスピルオーバー、そ して知






直接投資の誘因として本国で構築 した優位性の海外.市場への移転に着眼 して きたことに関連
している。 これらの伝統的な理論において、研究開発活動の国際化はほとんど行われないか、




しか し、本国の技術的水準が他国よりも劣る場合、企業 は本国の優位性のみに依存 してい
ても、競争優位 を確保 しえない。また、新た.な価値 を有す る技術的知識が、本国ではな く海
外市場に内在 している場合には、海外市場に内在する知識 を自社内に取 り込み、いかに全社
的に活用するのかということが、多圏籍企業にとって大 きな課題 となる。ただ し、研究開発
活動のo化 は、必ず しも企業の研究開発成果の向..tに結び付 くとは限らない。企業は、自
社にとって潜在的な価値を有する知識の源泉を持つ国や地域 を特定 し、研究開発拠点の立地
を選択することが求め られる。投資受入国の現地研究者の コミュニティとネッ トワークを形
成 し、コ ミュニティが保持する知識の獲得を行うの も、決 して容易ではない。国境を越 えて
研究開発拠点を分散 させた結果、各拠点に対 して優れた研究開発成果を生み出す上で必要と














阻害 されるのか。阻害要因があるとすれば、それを克服す るためにｫ.ど のような施策が必
要となるのか。
本論文は、これらの研究課題の解明を目的として、研究開発拠点間での人的交流にもとつ
くネッ トワーク、知識のスピルオーバー、そ して知識の科学 との関係性 という、3つの議論
を分析の中心的な概念 として設定 し、各研究課題に深く関連 した先行研究のサーベイと、膨
大なデータを用いた独自の実証研究を試みている。それぞれの研究課題の解明において、.・一
貫 して見出 されていることは、研究開発活動の国際化や知識移転の促進要因に関連する先行









































































































































本論文の構成 と各竜の位置づ けは概ね次のとお りである。
第1章 「研究課題の提示」では、企業の研究開発活動の国際化 と、知識移転に関連する先
行研究が未解決な論点を導 きだし、本論文が取り組む3つ の研究課題 と、本論文の構成 を提
示 している。研究開発活動の国際化は、プロダク トサイクルモデルや内部化理論 といった、
u際 経営論の伝統的な理論ではあまり目が向けられてこなかった。しか し、1990年代以後に
は、各国政府による統計や、調査研究においてその重要性が多々言及 されるようになった。
そして、その重要性 を訴える代表的な先行研究 を概観すると、い くつかの未解決な課題が残





のように して知識の獲得が行われてい くのか、,③ どのような要因によって、海外研究開発




第2.章「分析の視点 と用語の定義」の第1節 と第2節 は、第1章 で提起 された3つ の研究
課題に対 して、どのような視点か ら検討を加 えていくかを論 じている。具体的には、U)人
的交流 にもとつ くネッ トワーク、(2)知識の.スピルオーバ ー、(3)知識の科学との関係性、
とい う3つの要因に着目し、それ らの要因間の相.互関係が、多国籍企業の海外研究開発拠点
の立地選択や、国際的な知識移転の意思決定において、なぜ重要なのかを検討 している。
















図せずに漏洩 し、自 らの研究開発活動の生産性を高める外部性を意味するが、その効果 は、
地理的な距離や国境によって制約 され る。研究組織同士が地理的に近接 してい るほど、.企業
間.では知識のスピルオーバーが生 じやす く、企業内の研究開発拠点間では知識移転が生 じや
すい。ここでは、地理的な距離が人的交流にもとつ くネッ トワークと知識移転の関係性を変
化 させ得ることを論 じており、その理由 として知識の送り手と受け.手が地理的に近接 してい
る場合、.公式的および非公式的な交流が頻繁に行われやすいことを指摘 している。そ して、
研究開発拠点同士が地理的に近接 している場n、 地理的に遠 く離れている場合よりも、知識
移転に対する研究開発拠点間の人的交流にもとつくネットワークの効果が小 さくなると推測
している。・...一方、研究開.発拠点同.士が地理的に遠 く離れ、知識移転が困難な状況 において こ
そ、人的交流にもとづ.くネットワークが知識移転に対 して持つ効果は大 きくなると論じてい
る。





なると論じられてきたが、 この点について、科学との関係性 と学術論文の関係 を取 り上げて
いる。企業の研究.者は研究開発活動の過程で直面する問題の解決のために、 しば しば学術論
文に掲載された科学的知見を活用するが、科学的発見を探求する学術論文においては、複雑
な知識は各専門分野の専門用語や記,一 よって形式化 される。 さらに、科学論文はひとたび
公表されると、国境 を越 えて広範な大学や研究機関の隅書館や資料室へ配架 され、入手可能
なものとなる。 このことを踏 まえて、科学との関係性が大 きな知識ほど、スピルオーバーす
る地理的な範囲は広が り得 ることを論じている。 また、知識の科学 との関係性は、研究者間
のネ ットワークと知識移転の関係性を変化 させ得ることを指摘 している。それは科学 との関
係性が小さな知識は、そうではない知識と比べて形式化 された専門用語で説明 し得ない内容
を多く含む と推測 され、知識移転における人的交流にもとつ くネ ットワークの重要性が増す
と考えられるためである。
また、第3節 では、研究開発、知識移転、そして知識の獲得 とい う、さまざまな定義が付
与される用諸について、多くの先行研究における定義を3理 し、比較、および検討 した上で、
本論.文における定義 を示 している。それに続 く第4節 では、本論.文の研究方法と、その研究
方法を選択 した理由について論 じている。本論文は、(1>それぞれの研究課題に深 く関連 し
た、現時点までの...一連の先行研究を整理 し、検討 した上で見出 される理論的視点や概念に着










っ.ていること、である,こ うした実証研究の困難を克服す ることを1つ の目的とした研究方
法を採用 していることに、本論文のiつ の特徴がある。
さらに、第5節 では、第6章 か ら第8章 までの実証研究で用いる米国特許商標庁(USFI「0)
に承認 された米国特許と特許間引用をSriいた知識移転や、発明者の情報を用いた人的交流、








の出発点 としての役割を担 う章として位置づけられている。第1節 では、本論文の3つ の研
究課題に関連する先行研究のサーベイを行 うことの 目的と、第3章 から第5章 までの構成に
ついて論 じている。研究領域 としての海外研究開発拠点の立地選択、投資受入国に内在する
知識の獲得、そして企業の研究開発拠点間における知識移転という問題は、概念的には重複
す る要素を持ちなが らも、それぞれ別個に発展 してきた経緯を持つ.こ の ことを踏 まえて、




する傾向があり、これ らの課題に関わる研究の蓄積 と発展 を、困難にさせていたことを指摘
している。
こうした問題を解消するために、各研究課題に関連する先行研究が用いてきた概念の名称
や変数の定義を整理 し、異なる用語や分析の対象 を用いた先行研究の中に整合性を見出す こ
とを、第3章 から第5章 にかけて先行研究のサーベイを行うことの目的の1つ として設定 し
ている。また、先行研究のサーベイを通 じて浮 き彫 りになる研究動向と未解決なままの課題
から、本論文が取り組む研究課題の先行研究に対する位置づけを確認することが、 もう1つ
の重要なR的 であると論 じている。これ らの2つ の目的は、この研究分野における理論の発
展において欠くことのできないものであり、適切なもの といえる。

























いずれかの属性 を独立 したものとして取 り上げる3つ の グループに分類している。(1)海外
研究開発活動 に着手する可能性を持つ企業や.産業の属性(組 織内部の視点)、もしくは ②
企業の海外研究開発拠点の潜在的な立地対象となる.投資受入側の国や地域の属性(外 部環境
の視点〉、あるいは(3>投資を行う側である海外子会社 と、投資受入側である国や地域の双




境の要因〉に対 して、 どのような海外研究開発拠点(企 業内部の要因)を 立地するのか、と
い う組み.合わせの視点が欠けていたことを論 じ、先行研究が、本論文の研究課題(1)に 対
して取 り組むための分析の視点 を用意 していなかったことを明らかにしている。
こうした動向を踏 まえて、第3節 の後半では、海外研究開発拠点の.立地選択において、投
資受.入側の属性(外 部環境の要因)と 、投資を行う側.の属性.(企業内部の要因)の 適合関係
に着眼する視点を設定す ることの重要性 を主張 している。この視点は、製造活動における直
接投資研究の(3)の研究が採用 した方法を援用 したものであるが、各投資受人国や地域の
魅力が、海外研究開発拠点の立地を検討 している磐国企業、もしくは海外研究開発拠点ごと
に異なって くることに焦点 を当てるものである。 この視点に立つことで、各国や各地域 にお
いて、現地の企業 と大学がそれぞれ生み出す知識のスピルオーバーが、外国企業のどのよう













関係性 を探求 した先行研究に対 して批判的な検討 を行っている。その結果、先行研究には、
次のような動向と残 された課題が存在することを明らかにしている。





と、先行研究は一貫 して研究者間の人的交流によってネッ トワークが形成 されることを想定
していること、である。さらに、ここでは、その代表的な人的交流の方法の1つ が、研究組
織間における研究者の移動であり、移動先の研究組織 に対 して、移動 した研究者が属 してい
た研究者のコ ミュニティとの接点をもたらし、コ ミュニテ ィに埋め込まれた知識の移転を促
進する、ということを改めて指摘 している。以上の2つ の点は、第2節 における海外子会社
レベルの先行研究 を対象としたサーベイから導かれた論点である。




地の研究者 コミュニテ ィに内在す る知識を獲得するという現象が、所与のものとして扱われ
る傾向があること、である。つまり、先行研究の多 くは、海外子会社を分析 レベルとして設
定 した先行研究とは異なり、あらゆる海外研究開発拠点が、地理的に近接する他社や大学か
ら知識のスピルオーバーを.享受できることを仮定 していたのである,こ こに、本論文が取 り















知識の属性 と、人的な交流といった組織 の属性の2つ が頻繁に取 り上げてきたこと、また、
多くの先行研究 はそれ らの属性のいずれかに焦点を当てる傾向を持つ こと、そして、知識の
属性のみに焦点 を当てる研究では、 しば しば、知識移転 を促進するように知識の属性に対し
て組織の属性が自動的に適応すると仮定 されていること、である。
第2に 、知識移転を促進す る組織の属性を示すtlと して、知識移転に従事す る組織間で
の人的交流が頻繁に取 り上げられていたこと、である。 さらに、ここでは、先行研究 ごとに、
人的交流を示す概念の名称は大 きく異なっているものの、その変数の内容に着眼すると、そ
の内容は多くは、一貫 して多国籍企業の海外子会社の従業員が、他の子会社や親会社の従業
員と、直接的に接触 してコミi=ケ ーシ ョンを行うことを示 してきたこと、を明 らかにして
いる。
第3に 、先行研究の多くは、海外子会社(ノ ーダル)レ ベルでの分析を行っており、知識
移転に従事する海外拠点間や本社と海外子会社間でのダイア ドレベルで実施 されるものが希
少であること、である。 さらに、ここでは、ダイア ドとい う分析 レベルを設定 した上で、組
織間での知識の スピルオーバーと密接に関わる地理的な距離 という要因と、社会関係資本に
関わる組織の属性 の相互作用に着眼するものがほとんど存在 していないことを論 じている。
ここに、本論文の研究課題(3)が取 り組 む重要な意義を見出すことができる。なお、第3
節では、第3章 か ら第5章 までの先行研究のサーベイの概要を纏め、箒6章 から第8章 にか
けて取 り組むそれぞれの実証研究が、各々の研究領域における先行研究 に対 して、どのよう
な意義を持つのかを改めて整理 している。
第6章 「知識のスピルオーバーと海外研究開発拠点の.立地選択」は、第3章 の先行研究の
サーベ イか ら導かれた知見にもとついて、.研究課題(1)の解明を.目的とする実証的分析 を
試みている01986年から1998年までの.日.本企業によるユ42の在米研究開発拠点の23州に対
する立地選択を対象 として、米国の各州における現地の企業と大学が生み出す知識のスピル




織からの潜在的な知識のスピルオーバーの享受をH的 と して、それぞれの知識のス トックが
豊富な場所に立地する傾向がある。 また、白社の在米製造拠点の支援を目的 とする場合 には、
製造現場との地理的な近接性が重視 され、製造拠点と同じ州に立地する傾向を持つ。そして
産業集積が大 きな州では、米国での事業活動に必要となる中間財の獲得が容易となり、立地












































るネットワークが形成 され、そこに内在す る知識の獲得が促進 される傾向がある。 また、現






以上の分析結剰 よ 第4章 の先行研究のサーベイで取 り上げた先行研究 とは異なり、研究
開発活動の国際化 を通 じた投資受入国に内在する知識の獲得 を論 じる上で、知識のスピルオ
ーバーが地理的な距離や国境によって制約 されるという議論に着眼するだけでは十分な理解





る知識ほ ど、魅力的に映りやすい,.しか し、現地の研究者が集 うコミュニテ ィが形成する社




る場合、研究組織間のコミュニティの内部 者であるか否かが重要な問題になって くる。 こう




識の獲得に対して持つ効果の大部分が、現地の研究者 コミュニテ ィとの入的交流にもとつ く
ネットワークの形成にかかっているということである。 このことは、現地の研究組織間のネ
ッ トワークに潜む有望な先端的知識を、企業の内部に取 り込む仕組みの1つ として、地理的
近接性を活か し、研究組織間での人的交流にもとつ くネットワークを形成することが機能 し
得ること、つまり競争優位の源泉の1つ になり得ることを示唆 している。






ワークが知識移転を促進する条件 を明 らかにすることを目的としている。第5章 での先行.研
究のサーベイにおいて取り上げられた知識移転の促進要因 と阻害要因に関する議論にもとづ
き、1955年から1994年における世.界の製薬多国籍企.業19社の海外研究開発拠点 と本国拠点
のダイア ド197件を対象として.研 究者の移動および共同研究開発活動の経験 という、人的
交流にもとつ くネットワークと知識移転の関係姓を、地理的な距離と知識の科学との関係牲
がどのように変化 させるかを検証している。分析の結果、次の傾向とその理論的、および実
務的な含意 を導 きだ している。
研究開発拠点間における地理的な距離が大 きい場合、交流の頻度が低..ドし、知識移転が行
われにくいこと、また、科学との関係性が小 さな研究分野に取 り組む海外拠点は、言語や記
号では表現 しにくい暗黙性 を多く含んだ知識を有 してお り、本国拠点への知識移転が行われ
にくい ことが見出された。つまり、研究開発拠点間における地理的な距離や、知識の科学と
の関係性は、 それぞれ単独の要因として、知識移転を阻害する要因にもなれば、促進する要







に遠 く離れており、 また移転の対象となる知識が暗黙性 を多く含むために、知識移転が困難
となった状況 においてこそ、研究開発拠点間での人的交流に もとつ くネットワークは本領 を
発揮す る。 この分析結果は、研究課題(3)に対 して本論文が見出 した解答で.あると同時に、
社内の研究開発拠点間におけ.る国際的なネッ トワークの形成 と維#kiこ大 きなコス トが嵩むこ
とを考慮 した上で、効率的な知識移転の手段 を検討 しなければならないマネジャーに対 して




ィンジェンシー要因を明示 しているという意味で、理論的な意義を持つ ものと考えられ る。
最終章に当たる第9章 「本稿の纏めと今後の課題」の第1節 では、第1章 で問題提起 され





























行研究に対 して も、従来の先行研究 とは異なる示唆を.与えている。本論文は、研究開発活動


















に関する先行研究においても.見出す ことができる。これらの研究では、市場 を介 した技術者
の移動は、企業内や長期的な取引関係 を有する企業間での移動 とは異な り、企業固有の暗黙

















本論文は、以上のような含意 を持つ ものであるが、同時に今後の課題 も明確に示.されてい




ィングなどの他の活動における知識移転 との対比を行うことが求め られること、第3に 、知
識移転を新たな知識の探索や活用 といつた各段階に分解した上で、各段階において人的交流

















転 とい う、国際経営論の相.互に関連 した各研究領域における先行研究が、いずれ も未解
決であった課題の解明を試みた点において、本論文は卓越 したものである。人的交流、
スピルオーバー、知識の科学 との.関係性 と.いう要因を折衷 した視点から遂行 した本研究
には、理論的な含意だけでなく.、実務家に対 して も大き.な含意がある。立地選択、知識
の獲得、知識移転 に関わる..連の研究課題を周到なサーベイにもとつ く先行研究の流れ
の中か ら体系的に取 り..k.げ、それぞれ緻密な分析を行い、ji}f究開発活動の国際化 とそれ
に伴 う知識移転に関す る多面的な議論を行 うことに成功 している。
(3)研究成果が地理的に広 くoし やすいサ イエンス型の研究分野での知識移転においても、





(4)独自の実証研究 を展開する前に、膨大 な量の先行研究のサーベ イを綿密に行っている。
そこでは各先行研究の.主張内容や分析結果に留 まらず、各研究の変数の測定方法や分析
単fi'i.まで詳細に比較 ・検討 を行っており、研究開発活動の国際化と知識移転の促進要因
に関わる研究において欠かすことので きない概念を明確にマ ッピングすることに成功 し
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ている。論文提出者の真摯な研究態度が投影 されtも ので あるとn時 に、実証研究 の
精度 と適格性 を揺ぎ無いもの としている。
2.本論文 の短所
(/)本論文では、第3章 から第5章 までの論文の前半部分において先行研究のサーベ イ、そ
して第6章 から第8章 までの後半部分において、各先行研究が達成 し得なかった実証研
究を行 っているが、章ごとの対応関係が若干分かりにくい構成になっている。.lいー換 え
れば、レビューで出された問題に対 して、実証で呼応するとい うスムーズな流れが確保
されていない。また、研究課題として柑互 に関連する3つ の問題が、 どのような相乗効
果を生み出したかに関する議論もやや不十分である。
(2)キー コンセプ トとして取 り.上げられる、人的交流にもとつ くネットワーク、hLluqVのスピ
ルオーバー、知識の科学 との関係性の3つ の概念が、3つの研究課題の解明において均
等に適用されていない印象を与える、その理由は、前段の(ll)で述べたように、3つの
研究課題に関する先行研究のサーベイと実証研究が分離 して議論 されているためで あ





















以上の審査結果にもとづき、本論文の提出者 林 正には 「博士(商 学〉早稲田大学」の学
位を受ける十分な資格があると認められる。
2010年11月15日
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